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東京都片瀬学園 

 

Ⅰ 施設概要 

 

所在地  神奈川県藤沢市片瀬４－９－３８ 

 

 事業種別 定 員 

指定管理事業 第１種社会福祉事業 児童養護施設  48 人 

 

 

Ⅱ 令和８年度の運営方針 

組織方針「子ども本位の支援」を徹底し、児童一人一人の意思や個性を大切にし

ながら、児童が安定的で安心した生活を送る中で、年齢、発達に応じた自律の心、将

来への自立の意欲や生活力を身につけ、高められるよう支援していく。 

そして、家庭も含めた児童一人一人の福祉ニーズに対して丁寧に向き合い、児童

の権利保障を念頭に置いて全職員が各々の専門性を発揮し、連携、協力しながら職務

に取り組んでいく。 

１ 児童一人一人の状況に応じた専門的支援の充実・強化 

被虐待等の様々な事情により、心理的・精神的・医療的ケアを要する児童や長

期間にわたり社会的養護のもとで育ってきた児童の入所が依然として多い。この

ようなニーズに対し、家庭的な生活環境のもとで、児童たちの情緒の安定を図

り、安心できる生活を送れるようにするとともに、一人一人の状況を的確に把握

した上で、専門的な支援、個々の児童に応じた自立に向けた支援の強化・徹底を

図る。 

２ 地域社会への貢献 

地域の中で施設の役割を果たしつつ、地域活動に積極的に参加するなど地域社

会への貢献に努め、学校・地域の方々との情報交換・相互交流を通した緊密な連

携と協力関係の維持・強化を推進する。 

３ 計画的・効果的施設運営の徹底 

（１）ボランティア・ＮＰＯ法人等多様な主体からの施設に対する理解と協力を得

ることで、様々なサービスを活用し、児童たちの生活体験機会の充実を図る。 

（２）限られた人材・予算の中で、増大・多様化する業務に対応していくため、計

画的・効果的な職務遂行とともに現場からの発想を生かし、従前までの取組・

方法にとらわれない改善・工夫に努める。 
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Ⅲ 実施計画   

令和８年３月１日現在、虐待を理由とする入所児童が全体の９割を超えるとともに、

愛着障害・発達障害を有するなど、医療的・心理的ケアを必要とする児童が多く在籍

している。 

こうした状況を踏まえ、令和８年度は、児童が安心して生活できる環境づくりに十

分配慮する。また、グループホームの開設を予定しているため、施設の安定した運営

を図るとともに、児童の着実な自立や適切な進路選択に向け、園全体でより丁寧に各

児童を支援していくこととし、以下の事項に取り組む。 

 

 

１ 児童・利用者の権利擁護及び最善のサービスの提供 

 

（１）アクションⅠ－１ 児童や利用者の意見や意思を尊重したサービスの提供  

ア 児童の意見表明の支援 

  児童の意見表明等支援を丁寧に実施していく。実施に当たっては、研修等を

通して、職員の更なる理解及び意識醸成を図る。 

児童同士の話し合いを定例的に実施し、児童一人一人が意見を表明し他児童

の意見を聴く中で、互いを尊重し合う気持ちを育んでいく。 

また、児童たちが主体となって運営する児童自治会では、意見交換をしなが

ら生活上の課題について自主的な解決策を考えられる力や、年間行事の内容等

に関わっていく力を身に付けられるよう支援する。 

 

イ 自立支援計画の策定 

自立支援計画は、入所前の児童の状況を踏まえ、児童、保護者、関係機関の

意向や状況を的確に把握した上で自立支援会議にて決定する。児童の意向を十

分聴き取るとともに、自立支援計画を児童と共有することで、効果的な支援に

繋げていく。 

 

ウ 福祉サービス第三者評価の活用 

令和７年度の受審においても全ての項目で標準項目を満たしているとの評価

を得た。 

（ア）令和７年度評価結果における「特に良いと思う点」 

  ① 学園生活を通してこれから社会に出て生きていく力を身に付けられるよ

う、子どもの主体性を大切に支援している 

 ② 子どもと計画書を確認しながら計画の振り返りを行うことで、計画は子

どもの意向をもとに立てていることの理解が進んだ 
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 ③ 余暇の過ごし方は子どもの自由意思を大切にしている。 

（イ）令和７年度評価結果における「更なる改善が望まれる点」 

 ① 海岸に近い状況を勘案したＢＣＰに基づく避難訓練等を行い災害に備え

ているが、初動期の情報収集や連絡者机上訓練を実施するとよい 

 ② 職員の定着を図るとともに、専門性の維持・向上のために一層の人材育

成に努めることが必要である 

 ③ 子どもの権利についてさらに理解を深め、子どもが自身の意向をより表

明しやすい環境づくりを行っていくとよい 

（ウ）「更なる改善が望まれる点」の改善に向けた取組計画 

 ① ＢＣＰの読み合わせ等机上訓練を含めた避難訓練の計画を検討し、災害

への対応力を向上させる。 

 ② 中堅職員へのサポート体制を強化するとともに、児童支援に関する意見

交換を活性化する。 

 ③ 子どもの意見表明権について理解を深める取組を行うとともに、自立支

援計画への児童の意向の反映を強化する。 

 

令和８年度は、高く評価された点や過去の受審結果を踏まえ、利用者サービ

スを一層充実させていく。引き続き福祉サービス第三者評価を受審し、サービ

ス向上に努めるとともに、評価項目における標準項目の達成率１００％を目指

す。 

また、令和７年度の指摘事項については、改善計画を実行していく。 

 

 事 項 （評価項目における標準項目の達成率） 

第三者評価による改善 １００％ 

 

エ 苦情解決制度の充実 

定期的に第三者委員（苦情相談員）による苦情相談日（「なんでも相談」と案

内）を設けるとともに、相談員が児童と食事をともにするなど、児童たちがよ

り相談しやすい環境づくりに取り組み、制度運用の充実を図る。 

また、児童の意見を把握する「なんでも意見箱」の周知を行い、より一層、

児童の要望把握に努める。 

第三者委員（人数・属性等） 相談実施回数 相談実施人数 

３人（弁護士、学識経験者） 年１０回 １０人 

 

 <参 考 令和８年３月１日現在> 

意見箱への投函件数 １７件 
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オ 利用者満足度調査の実施 

利用者満足度調査を実施し、児童からの意見、要望、苦情を把握して、利用

者サービスの向上を図る。特に、環境改善に係るような要望に関しては、着実

に前進できるよう、職員間で工夫していく。 

実施内容 実施時期 

１２月までにテーマを決定 １月 

 

（２）アクションⅠ－２ 児童・利用者の自己実現と人生の可能性を広げる支援 

 

ア リービングケアの充実 

入所中から退所後まで、切れ目のない継続的な自立支援を行っていく。特

に、進路選択については、入所中の早い段階から計画的に関係機関と連携して

支援を行っていく。また、退所後支援についても、個々の状況を把握して適切

な相談支援体制の構築を目指して実施していく。 

 

（ア）家族再統合  

 

（イ）自立に向けた支援 

 計 画 

親子宿泊 
延５泊 

対象児童３人 

保護者との面会、外出 
延１００回 

対象児童２６人 

外泊、一時帰宅 
延６０回 

対象児童５人 

 計 画 

学習会等の実施 

実施回数 １２回 

延人数 延７０人 

対象児童 小学生対象 

園内学習塾実施回

数 

実施回数 １人当たり週２回 

対象児童 中学生対象 

学習塾通塾児童 
実施人数  ４人 

対象児童 対象児童 ２５人（小学校５年生以上） 

自活訓練等の実施 
実施人数 ５人 

延日数 延５０日 
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（ウ）児童の進路決定率 

 

 計 画 

進路決定率 

（進路先内訳） 

１００％（高校３年生等 ２人） 

（進路先内訳：専門学校、就職） 

 

イ  アフターケアの充実 

専門職と寮職員が連携し、退所した児童の家庭・施設等への訪問、電話連

絡、来所時の近況把握や助言等のアフターケアを計画的に実施し、退所児童に

対する継続的な支援に努める。 

また、卒園予定児童の自活訓練を計画的に実施するなど、在園中から自立に

向けた取組を充実させる。 

 

（ア）退所児童のアフターケア 

（対象児童：自立児童退所後１０年、家庭復帰児童退所後５年） 

 

 

 

 

 

 

（３）アクションⅠ－３ 虐待防止の徹底  

重大事故防止、及び支援の質の確保と向上のために、「重大事故ゼロ運動」を意

識して、権利擁護（虐待防止等）の取組強化を図っていく。 

具体的な取組として、夜間の職員配置を充実させ、緊急時等の対応を強化する

ほか、職員倫理規程を定期的に読み合わせ、このことについての意識醸成を図っ

ていく。また、権利擁護委員会を年５回開催し、関係するチェックリストを活用

し定期的な自己点検を行うほか、サービス向上研修を実施していく。その上で支

援技術の確保・向上、専門性の発揮、的確な自立支援計画の作成と効果的な関係

会議の運営、利用者満足度調査等の取組の進行管理を行っていく。 

対象児童 対象児童 高校２年生２人、高校３年生２人 

職場体験 
実施人数 １人 

延日数 延５日 

 計 画 

実施人数 
３７人 

／対象児童３９人 

対象児童のうち、親等の連絡拒否、児童の行方

不明等により実施が困難な児童数 
２人 
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児童に対しては、なんでも意見箱や苦情解決委員によるなんでも相談等の仕組

みを分かりやすく周知するとともに、児童が相談しやすい環境整備を継続して行

っていく。 

管理者を含めた職員相互が日常的に意見交換できるような職場づくりに努め、

職員の支援方法に係る共通認識を図り、適切な支援の提供に努める。 

 

事 項 実施回数等 内容・協力機関等 

権利擁護委員会 年５回 

・不適切な支援や施設内虐待の防止

等に向けた取組 

・サービス向上に向けた取組 

権利擁護・虐待防止に

関する研修受講率 

１００％ 

（全職員実施） 

園で実施する権利擁護や虐待防止に関

する研修に加えて、事業団共通の虐待

防止研修（ｅ-ラーニング）も実施 

 

（４）アクションⅠ－４ リスク管理の推進 

ア リスクマネジメントの徹底 

事故防止委員会を年５回開催し、ヒヤリ・ハット事例の検証を定期的に行う

とともに、園内の安全点検を随時実施することや、計画的に研修や講習会等を

行い、事故発生の未然防止を図る。 

 

事 項 実施回数等 内容・協力機関等 

事故防止委員会 年５回 事故防止対策の計画立案及び検証 

救急救命講習会 年１回 消防の協力を得て実施 

自転車運転講習会 年１回 児童対象 

 

イ 個人情報保護、情報セキュリティ対策の徹底 

事業団「個人情報保護規程」及び「情報セキュリティ対策基準」を遵守する

とともに、「片瀬学園個人情報保護方針」に基づき、個人情報の適正な管理を徹

底する。特に、児童に関する重要な個人情報については、事務手続きの履行を

含めて、適正管理がなされているか、日常的に点検を行う機会をつくるととも

に、適宜研修等を実施する。 

情報セキュリティ研修受講率 １００％ 

標的型攻撃メール訓練実施率 １００％ 

 

ウ 災害、防犯対策の取組 
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近年多発している風水害や津波災害に備えて万一に対応できるよう、避難体制

等の見直しを引き続き検討していく。また、地元自治体が策定している諸計画の

改訂に合わせて事業継続計画（ＢＣＰ）などの見直しを検討していく。 

消火訓練や避難訓練を毎月実施するとともに、事業団事務局と連携した合同防

災訓練や参集・炊き出し訓練を実施する。また、津波想定の高所避難訓練や夜間

想定の避難訓練等を重点的に実施するとともに、地区防災訓練に参加し、地域と

の連携強化を図っていく。 

防犯対策として、地域の町内会と連携し、不審者対策等地域ぐるみの防犯の取

組を進めるとともに、園内の施錠確認や不審者対応等について周知徹底を図る。 

 

事 項 実施回数等 内容・協力機関等 

防災訓練 年１２回 津波避難訓練、夜間避難訓練の実施 

防災対策委員会  年 ２回 運営会議内で実施。防災計画検討 

 

エ 感染症対策の徹底 

インフルエンザやノロウイルス等食中毒などの感染症対策については、児童

の体調を適切に管理していくとともに、室内の消毒、換気、手洗いといった基

本的な感染症予防をしっかりと行っていく。併せて職員の感染予防の意識を高

め、ウイルスを持ち込まないよう全職員で業務外でも感染予防を徹底する。 

 

事 項 実施回数等 内容・協力機関等 

感染症予防研修 年２回 職員対象 

 

２ 東京の福祉のセーフティネットの役割を担う 

（１）アクションⅡ－１ 特別な支援が必要な児童や利用者を積極的に受け入れて、専

門的支援を提供 

ア 特別な支援が必要な児童の受入れ 

都外施設であることを踏まえ、保護者との物理的な距離を置く必要がある被

虐待児や、発達障害児、高齢児など、特別な支援が必要な児童の受入れを積極

的に進め、心理的ケアや様々な支援プログラムの活用など専門的支援の更なる

充実を図っていく。 

<参 考 令和８年３月１日現在> 

一時保護人数 ０人 



 

8 

  

入所理由が被虐児である児童の人数

（割合） 
全３７人中３７人、１００％ 

 

<参 考 令和 8 年３月１日現在> 

中学生・高校生の人数（割合） 全３７人中２３人 ６２．２％ 

定期的に通院する児童の人数（割合） 全３７人中２５人 ６７．６％ 

うち、精神科に通院する児童の人数（割合） 全３７人中１４人、３７．８％ 

発達・知的・精神障害の児童の人数

（割合） 
全３７人中１２人、３２．４％ 

 

<参 考 令和 7 年 6 月１日現在> 

服薬管理が必要な児童の人数（割合） 全３７人中２０人、５４．１％ 

 

イ 専門的な支援の充実 

（ア）児童の状況に応じた自立支援計画の策定 

自立支援計画は、入所前の児童の状況を踏まえ、児童、保護者、関係     

機関の意向や状況を的確に把握した上で自立支援会議にて決定する。 

（イ）個々の児童に即した医療的・心理的ケアの実施 

被虐待児や発達障害児、高齢児が増加する中、自立支援計画に基づき、児   

童相談所、学校等と連携しながら必要な児童に医療的・心理的ケアを提供する。

また、施設心理職による個別セラピーや職員へのコンサルテーションを行い、

支援の充実を図っていく。 

（ウ）トラウマ・インフォームド・ケアの実践 

トラウマ・インフォームド・ケアを全職員の共通認識とした支援を展開する

ために、学ぶ、見立てる、実践の機会を作り、専門性の向上を図っていく。 

（エ）新規入所児童に対する丁寧なアセスメントと計画的支援の徹底 

入所後の支援の方向を明確にするため、新規入所児童のアセスメントを丁

寧に行う。入所前後の児童に係る情報共有、入所後の観察等を綿密に行い、そ

の状況を踏まえた上で自立支援計画を策定する。 

 

＊ 心理職員による児童へのケア 

     （ ）は心理的ケアを必要とする児童の割合（令和８年 3 月 1 日現在） 

個別面接 
延 １７７人 

（全３７中３３人、８９．２％） 
個別セラピー等の実施 
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ウ 家庭的な寮運営 

（ア）家庭的な生活体験の充実 

一人一人の児童と個別対応する時間をつくるよう心がけるとともに、家庭

的雰囲気の中で児童たちの様々な生活体験を増やしていくために、季節ごと

の家庭的行事や寮単位での外出、宿泊行事を行う。特に、保護者との交流が

困難な児童について、個別外出の機会を設ける。また、児童の希望を取り入

れながら自主調理や出張調理を実施する。 

（イ）家庭的で安心感を与える生活環境の整備 

児童が毎日の生活を落ち着いた気持ちで過ごせるよう、生活環境の整備を

行う。園内、寮内の住環境、お互いが気持ちよく過ごすための生活ルールな

ど、ものを大切にする気持ち、人を思いやる心が育まれるよう、児童たちの

意見も踏まえながら環境整備に取り組んでいく。 

地域のグループホームへの分散化を進めるとともに、本園の個室化を進め

る。 

（ウ）自主調理・出張調理（本園） 

自主調理 年１２０回 各寮２０回×６寮 

出張調理 年１８回 各寮３回×６寮 

      

＜参 考 令和８年３月１日現在＞ 

入所児童に占める個室利用児童

の人数（割合） 
全３７人中３１人、８３．８％ 

 

 

 

（２）アクションⅡ－２ 高い専門性が発揮できる職員の育成 

ア ＯＪＴ推進体制の強化 

中堅職員における職務意欲とその能力向上を図るため、研修の受講を進める

とともに、中堅職員へのサポート体制を構築し、ＯＪＴの更なる活性化・定着

化を進める。 

また、新任職員には新任職員育成担当者（チューター）を配置し、相互の能

力開発・意識の向上を図るほか、チューター間の横の連携も強化する。また、

採用一年目と二年目の職員に対して、「育成シート」を用いて、振り返りを行う

等、ＯＪＴの一層の充実を図る。 

 

イ 計画的・効果的な研修の実施 
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園内の研修体系を整備し、職員一人一人の意欲、能力を踏まえ、新任・中堅

など経験年数に応じた研修を行う。新任職員層においては、フォローアップ研

修の機会を増やし、年間を通じたフォロー体制をとっていく。 

特別な支援が必要な児童の増加等の課題に対応するため、園内での課題研修

や外部研修への派遣を計画的に実施し、高い専門性を発揮できる職員の育成を

図っていく。さらに、外部専門家による支援技術向上に向けた研修や困難事例

検討会、他施設の見学等、実践的な学びの機会も取り入れていく。 

 研修受講後は、そこでの知識、技術等を参考とし、職員一人一人が日常の支援

内容を振り返り、実効性あるサービス提供、支援の質の向上を目指していく。 

 

研修内容 対象者 実施時期 

新任職員研修 採用１年目 年３回 

養護課題研修 全職員 年２回 

困難事例検討会 担当職員 年５回 

 

ウ 外部専門家、外部医師等との連携 

発達障害や医療的ケアが必要な児童の増加に対応するため、受診医療機関

（精神科等）との連携強化を図る。また、臨床心理士等、外部の専門家による

ケース検討会を実施し、サービス向上を図る。 

さらに、地域の医療機関の専門分野等を把握して、児童の特性に応じた医療

機関の受診を行い、適切な服薬管理を行うなど、医療的支援の充実を図る。 

 

（３）アクションⅡ－３ 質の高い人材の確保・定着 

ア 質の高い人材の確保・定着対策の充実 

事業団事務局が実施する人材確保の取組への積極的な参画を図るとともに、

施設見学会・社会福祉養成校（大学等）へ学校訪問等の機会や、施設見学、実

習受け入れをとおして、着実な人材確保に繋げていく。 

業務の見直しや改善に取り組み、職員の負担軽減や業務の効率化を通して、

働きやすい環境を整備していく。 

 

イ 職員の離職防止の取組 

日頃から児童の支援について、気軽に相談できる環境づくりを行いチームワ

ーク力を高め、支援困難な課題に対しても、円滑な役割分担の中で、相互に支

援力を高め合える職員集団を目指す。 

 



 

11 

  

（４）アクションⅡ－４ セーフティネットの役割を担うための環境・体制整備 

情緒・行動上の課題を抱えるなど支援の困難な児童を多数受け入れる役割を

より一層担うよう努める。また、社会環境の変化に対応し、施設卒園後の安定

した自立生活の維持に向けた支援の重要性が増しており、必要な時期から一貫

した自立に向けた支援の充実に取り組む。 

 

（５）アクションⅡ－５蓄積してきた支援技術を活用し、東京の福祉人材の育成に貢献 

保育士養成課程等の実習生や大学生等の見学者を積極的に受け入れ、将来を担う

福祉人材の育成に努めていく。 

 

事  項 派遣実人数 延日数 派遣先 

他団体への講師やファシリ

テーター等の派遣 

３人 １０日 ・他福祉施設、団

体等 

福祉人材養成機関への講師

等の派遣 

３人 １０日 ・養成校（専門学

校、大学） 

 

事 項 実人数／延人数 内 訳 

保育士等実習生の受入れ １７人／２４０人 保育士養成校 

施設見学 ２０人／２０人 教育機関等 

 

３ 施設機能の活用と地域共生の推進 

（１）アクションⅢ－１ 地域における子育て家庭等を支援  

地域に対する子育て支援を目的に、片瀬地区青少年育成協力会、小中学校ＰＴＡ、

片瀬公民館と共催で「子育て講演会」を実施する。 

    

子育てサロンや公開講座等の実施 対象者 実施回数 参加人数 

子育て講演会 
片瀬地区の

方々 
１回 ４０人 

 

事  項 実施回数 参加人数 

養育家庭・里親向け研修 未定 未定 
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（２）アクションⅢ－３ 地域との共生を目指す取組 

ア 地域における公益的な取組 

地元町会と連携し、学園を会場にお楽しみ会を実施し、イベントを共に楽し

むことにより、地域の児童や高齢者との交流を促進する。 

また、園所在市内の法人が会員となる市地域公益事業推進法人協議会に参画

し、地域の福祉課題の解決に協力していく。取組の一環として、地域からの相

談を受ける「なんでも相談窓口」を開設し、地域サービスに繋げる取組を行っ

ている。 

 

イ 多様な主体との連携 

児童たちにより良い養育環境を提供できるよう、地域の方々や地域クラブのほ

か児童の育成に関わる団体等との連携、協力関係の維持・強化を進める。学習指

導をはじめ就労体験や自立支援に関する講座など様々な分野で、ボランティアや

ＮＰＯ法人等の協力を得て児童支援の充実を図る。地域の関係する代表者と学園

の運営に係る意見交換を行う「学園協議員会」、児童が通う小学校・中学校との

連絡会等を開催し、連携を強化する。 

また、広報紙の発行、ホームページの更新を定期的に行い、学園情報を発信し

理解促進に努めていく。 

 

事 項 延人数 内 容 

学習支援 ２４人 ボランティア学習会他 

余暇活動 ６０人 音楽、絵画、習字、遊戯、英会話 他 

園行事等 ２０人 キャンプ、しおかぜまつり 他 

 

 

  ウ 地域との連携・協力関係の強化 

 地域の方々、青少年育成協力会、民生・児童委員やボランティアの協力を得

て、園祭「しおかぜまつり」を開催し、地域交流を推進する。また、町内会等

地域の団体が実施する防犯パトロールや地区祭礼に積極的に参加するととも

に、小学校の「おはようボランティア」に登録し、通学路における児童への声

かけ・見守りを行う。遊戯室等施設設備の貸し出しや、地元町内会との災害時

の対応に関する協定の継続、地域の環境美化活動参加など、地域貢献に努め

る。 
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内 容 実施回数等 内容等 

しおかぜまつり 片瀬地区の方々他・１

１月・１２０人 

ステージイベント、

飲食物販売等 

施設開放 町内会、子ども会等 

年５０人 

地域住民への施設・

土地の使用許可 

地域防犯パトロール 町内会、地域団体等 

年１０回 

防犯パトロール 

小学校「おはようボランテ

ィア」 

各学期中毎週１回 通学路でのあいさつ 

 

エ 災害対策における地域との連携 

地元自治体の諸計画に合わせた事業継続計画（ＢＣＰ）整備を継続するとと

もに、地区防災訓練に参加するなどし、地域との連携強化を図っていく。 

 

事 項 実施回数等 内容等 

市計画に基づく訓練 １回 
市要配慮者利用施設避難確保計画に

基づく避難訓練 

 

４ 運営体制の強化と経営の透明性 

（１）アクションⅣ－2 魅力とやりがいにあふれ、働きやすい職場環境の実現 

計画的な年次有給休暇取得や残業を減らす取組を促進する等、ライフ・ワーク・

バランスを推進する。 

意見交換の機会を有効に活用し、離職防止の観点からも職場内のコミュニケー

ションの活性化、風通しのよい職場づくりを推進する。 

事業団全体で取り組んでいるＩＣＴ環境整備に合わせて、ＩＣＴ化を進めてい

く。また、現状の業務を常にチェックし、効率的な業務環境となるように工夫を行

っていく。 

 

（２）アクションⅣ－3 ＤＸの推進による利用者等サービスの向上と業務環境の改善 

ア オンラインに対応した業務環境整備 

オンライン会議や研修受講等について、一層円滑に活用できるよう、引き続

き環境の充実を図っていく。 
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イ 手続きのデジタル化の推進 

「はんこレス」や「ペーパーレス」など、手続きデジタル化の取組を推進し、

引続き業務環境の改善を図っていく。 

 

（３）アクションⅣ－4 経営の健全化のための財源の確保 

限られた人材・予算の中でサービスの質の確保と向上が図れるよう、効率的な

会議運営や業務改善に努める。物品等購入にあたっては、契約方法・内容を精査

するなど経費節減に努めるとともに、節電や節水等による環境負荷の軽減に努め

る。 

 

（４）アクションⅣ－5 コンプライアンスの推進と経営の透明性の確保 

コンプライアンス研修を通じて、職員の倫理観の醸成に引き続き取り組み、職

員一人一人のコンプライアンスの強化・向上を図る。 

事業団「個人情報保護規程」及び「情報セキュリティ対策基準」を遵守すると

ともに、「片瀬学園個人情報保護方針」に基づき、個人情報の適正な管理を徹底す

る。               

また、児童福祉関係法令を中心に、関連する法令、法人内、園内で定められて

いる関係規則等を遵守し、円滑な事業運営、事故防止に努めていく。 

施設全体のガバナンス強化のために、研修等を通じて職員にコンプライアンス

意識の浸透を図っていく。 

 

コンプライアンス研修受講率 １００％ 


